
（歳入）
・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 332,259千円

（歳出）
・地方消費税交付金（社会保障財源化分）を充てた社会保障施策に要する経費 8,821,188千円

（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 市債 その他
地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

その他

障がい者福祉 1,664,399 711,447 396,628 0 102,500 36,726 417,098

高齢者福祉事業 202,868 0 4,170 0 23,207 14,202 161,289

児童福祉事業 3,178,830 1,410,511 621,750 0 238,102 73,519 834,948

母子福祉事業 17,987 1,928 1,050 0 8,410 534 6,065

生活保護扶助事業 907,782 678,480 14,654 0 3,002 17,128 194,518

小計 5,971,866 2,802,366 1,038,252 0 375,221 142,109 1,613,918

国民健康保険事業
（特別会計繰出金）

576,606 60,150 181,183 0 0 27,132 308,141

介護保険事業
（特別会計繰出金）

899,426 7,856 4,290 0 0 71,805 815,475

後期高齢者医療事業
（特別会計繰出金）

888,202 0 163,028 0 0 58,687 666,487

小計 2,364,234 68,006 348,501 0 0 157,624 1,790,103

病院事業
（特別会計繰出金）

405,493 0 0 0 80,326 26,315 298,852

疾病予防対策事業 6,653 917 1,211 0 65 361 4,099

医療提供体制確保事業 72,942 0 0 0 650 5,850 66,442

小計 485,088 917 1,211 0 81,041 32,526 369,393

8,821,188 2,871,289 1,387,964 0 456,262 332,259 3,773,414

　　　平成３０年度一般会計予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
　　　社会保障施策に要する経費について

　平成26年4月1日から消費税率（国・地方）が5％から8％に引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の
増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
　平成３０年度の小林市一般会計当初予算における社会保障施策関連経費への充当状況については、次のと
おりとなります。

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

社会福祉

社会保険

保健衛生

合計

※各事業に要する一般財源の比率に応じて、地方消費税交付金（社会保障財源化分）を案分して充当しています。


